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まえがき 

 

 バルク貯槽は平成 9 年の導入以降、平成 16 年をピークに急速に普及しており、

検査期限を迎えるバルク貯槽は今後このピークに連動して一定の期間内に集中す

る。LP ガス販売事業者にあっては、バルク貯槽の期限管理を徹底するとともに、告

示検査に係る適切な実施計画を策定することで検査の実施時期の平準化を図り、検

査期限内における確実な対応が求められるところであるが、これまでに導入された

バルク貯槽の設置基数を考慮すると、別途、新しい検査技術の導入やバルク貯槽の

経年劣化傾向に対応した適切な検査内容等の検討など、告示検査に係る検査技術や

検査内容等の高度効率化を図り、バルク貯槽の告示検査をより合理的かつ効果的に

行える環境についても整備する必要がある。 

このため、本調査事業では、バルク貯槽の安全性の確保を前提として、他分野で

既に適用された実績を有する新検査技術の告示検査への転用可能性について評

価・検証等を行い、当該新検査技術に係る検査基準（案）を作成するほか、実態調

査等により把握したバルク貯槽の経年劣化傾向を踏まえ、告示検査内容等の高度効

率化の可能性についても検討を行うこととした。 
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1 課題 

バルク貯槽検査技術等高度効率化調査研究 

 

2 目的 

平成 8 年の液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以下「液

石法」という。）の改正により民生用バルク供給システムが導入され、平成 25 年ま

でに 25 万基以上のバルク貯槽が生産された。これらのバルク貯槽には、液石法第

16 条第 2 項に基づく同法施行規則第 16 条第 22 号の規定に従って、バルク供給及

び充てん設備に関する技術上の基準等の細目を定める告示第 1条に定めるところに

より検査（以下「告示検査」という。）を行うことが義務づけられ、初回の告示検

査は製造後 20 年までに行うこととされている。 

経済産業省では、民生用バルク供給システムの導入後 20 年を迎えるに際し、大

量のバルク貯槽の告示検査に伴う現場の混乱や、バルク貯槽毎に異なる判定が下さ

れ検査結果のばらつき等が生じることを回避するため、告示検査に適用すべき検査

方法等の調査検討や実証実験による評価･検証を実施し、告示検査の手引きとなる

手順書の確立を目的とした「バルク貯槽 20 年検査体制導入整備調査研究事業（平

成 21 年度～平成 24 年度）」を行ってきた。この調査研究事業によって、液石法を

はじめ関係法令に基づき告示検査を行う上で必要となる法定手続や告示検査に適

用可能な検査技術を取りまとめた手順書案が作成されたが、その作成に当たっては

確実性を重視し、技術的に確立された既存の検査技術等を主体に取りまとめられて

いる。LP ガス販売事業者による円滑な告示検査の実行を促進するためには、他の高

圧ガス関連分野で既に適用されている新しい検査技術等の転用を図るほか、製造後

20 年までに行う初回検査に続く次回検査の効率化の可能性についても検討を行う

など、検査方法や検査手順の合理化を進めることが求められている。 

このため、本事業は、「バルク貯槽 20 年検査体制導入整備調査研究事業」の成果

を踏まえつつ、新たな検査方法や検査手順の告示検査への導入に向けた調査研究を

行うとともに、社会情勢の変化から生じた民生用バルク供給システムの課題につい

ても論点整理等を行い、バルク貯槽検査技術等の高度効率化を図ることを目的とす

る。 
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3 実施概要及び実施場所 

 

3.1 実施概要 

本調査事業は、3.1.1 に掲げる全体計画に基づき、平成 27 年度は 3.1.2 に掲げ

る調査研究を実施した。 

 

3.1.1 全体計画 

(1) 実施期間 

実施期間は、平成 25 年度から平成 27 年度までの 3 ヶ年とする。 

(2) 事業内容 

本調査事業では、バルク貯槽の安全性の確保を前提として、他の高圧ガス関

連分野で適用されている非破壊検査手法であって、バルク貯槽 20 年検査体制導

入整備調査研究事業で作成した手順書案に採択されなかった新しい検査技術を

調査し、告示検査への転用可能性に関する技術的評価及び実証実験による検証

等を行い、当該新検査技術を用いた検査基準案を作成するとともに、この過程で

得られた知見に基づき、必要に応じ、手順書案の見直しについても提言を行う。 

また、長期使用中のバルク貯槽を対象として経年劣化等に関する調査を行い、

その傾向と要因の分析結果を踏まえて告示検査の効率化の可能性について検討

し、適切な告示検査のあり方を提案する。 

さらに、民生用バルク供給システムに係る技術基準を中心に、社会情勢の変

化や防災上の観点から、現行規制による保安水準の確保を前提とした技術基準

等の見直しについて論点整理し、法令、手順書案等の見直しに際して新たに必

要となる保安措置内容や技術的要件等を提案する。 

なお、全体計画の実施内容は、事業の伸展に伴って得られる知見を踏まえ、

必要に応じ、事業成果を向上させるため年度毎に見直すこととする。 

(3) 実施項目及び実施計画 

本調査事業の実施項目及び実施計画は、次のとおりとする。 

① 新検査技術に関する調査 

② バルク貯槽の経年劣化調査 

③ 社会情勢の変化等に対応した技術基準等の見直しに関する検討 

1) バルク貯槽の車両積載方法の調査 

2) バルク貯槽の設置方法の調査 
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実施項目 H25 H26 H27 

① 新検査技術に関する調査・選定 

② 転用可能性に関する評価・検証等の実施 

③ バルク貯槽の経年劣化調査 

④ 社会情勢の変化等に対応した技術基準等の見直しに関する検討 

1) バルク貯槽の車両積載方法の調査 

2) バルク貯槽の設置方法の調査 

   

 

3.1.2 平成 27 年度実施内容 

平成 27 年度においては、次の(1)から(4)までに示す調査研究を実施した。 

(1) 転用可能性に関する評価・検証等の実施 

平成 26 年度までに作成した「密閉型磁粉探傷試験によるバルク貯槽の非破壊

検査基準（案）」（以下「密閉MT 検査基準（案）」という。）に規定する制限事項

及び推奨事項について、平成 25年度から平成 26年度までに実施した調査結果及

び現に普及されているバルク貯槽の実態を踏まえて検討を行い、バルク貯槽の告

示検査の高度効率化に資すると期待される密閉MT 検査基準（案）の規定内容を

最適化した。 

(2) バルク貯槽の経年劣化調査 

次の①及び②に掲げる事項について調査研究を行った。 

① 経年劣化実態調査 

経年劣化により生じたバルク貯槽の内外面の腐食、割れ等の欠陥に関する

技術データを蓄積するため、経年バルク貯槽を被試験体として、内外面の目

視検査及び非破壊検査を行うとともに、内面の腐食状況に関する定量的な評

価･分析を行い、論点整理を行った。 

② ガス成分分析等調査 

LP ガス販売事業の用に供するために設置し、それ以降の LP ガスの積算消

費量別に、経年バルク貯槽内の残留ガスをサンプリングし、残留ガスの成分

分析及び腐食試験を行い、残留ガス中の腐食性成分量等に関する技術データ

を取得し、評価するとともに論点整理を行った。 

(3) 社会情勢等に対応した技術基準等の見直しに関する検討 

バルク貯槽は地盤面上又は地盤面下に設置するよう定められているが、諸外

国においては地盤面より高い位置に設置する事例が存在する。当該設置防災上

の観点から有効となり得るため、まずは実態調査により諸外国又は他法令にお

ける技術基準等の整備・運用状況を調査し、国内にて運用を図る際の課題等を

抽出・整理した。 
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3.2 実施場所等 

本調査事業の主な実施場所については次の(1)から(4)までに掲げるとおりであ

る。 

(1) 転用可能性に関する評価・検証等の実施 

高圧ガス保安協会 

(2) バルク貯槽の経年劣化調査 

高圧ガス保安協会 

株式会社サイサン 

サンリン株式会社 

株式会社コベルコ科研 

株式会社住化分析センター 

  (3) 社会情勢等に対応した技術基準等の見直しに関する検討 

高圧ガス保安協会 

株式会社アラハタ LPG コンサルティング 

(4) 高度効率化検査基準案の作成 

高圧ガス保安協会 
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4 実施期間及び実施計画 

 

  

実施項目 

平成 27 年 平成 28 年 

4

月 

5

月 

6

月 

7

月 

8

月 

9

月 

10

月 

11

月 

12

月 

1

月 

2 

月 

（１）転用可能性に関する評価・検証等の実施 

・調査手法の検討 

・検査基準（案）の規定内容の最適化 

（２）バルク貯槽の経年劣化調査 

１）腐食分析等調査 

・分析手法の検討 

・被試験体の調達 

・目視及び非破壊検査等の実施 

・内面腐食性成生物の評価・分析 

・論点整理 

２）ガス成分分析等調査 

・分析手法の検討 

・残留ガスのサンプリング 

・成分分析及び腐食試験の実施 

・評価・分析 

・論点整理 

 ３）バルク告示等の改正案の検討 

 ４）告示検査手順書等の改正案の検討 

（３）社会情勢の変化等に対応した技術基準等の見直

しに関する検討 

・調査項目等の作成検討 

・海外調査日程等調整 

・米国実態調査 

・欧州等実態調査 

・屋外設置に係る技術的要件等の整理 

・論点整理 

（４） 事業報告書の作成 

           

（５） 委員会の開催  ○   ○   ○  ○  
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5 実施体制 

 

5.1 主な担当者（高圧ガス保安協会 液化石油ガス部） 

北出 昭二、松尾 武志、高橋 智、長﨑 眞理子、狩野 仁、野口 佳孝、

原 知輝 

 

5.2 他からの指導又は協力に関する事項 

 

5.2.1 委員会の設置 

平成 27 年度事業を円滑かつ確実に実施するため、液化石油ガス部の中にバル

ク供給システムの概要や実態について知見を有する学識経験者、バルク貯槽等

を製作する機器メーカ又はその団体、非破壊検査事業者又はその団体、LP ガス

販売事業者又はその団体、検査機関又はその団体、行政庁の液石法担当官等か

らなる「バルク貯槽検査技術等高度効率化調査研究委員会」を設置し、専門的見

地から、幅広い意見を求めた。 

 

      ＜委員構成＞                 （敬称略・順不同） 

                 氏 名     所属・役職 

委員長 澤  俊行 広島大学 名誉教授 

青木 隆平 東京大学大学院 工学系研究科航空宇宙工学専攻 教授 

山本 祥充 静岡県 危機管理部 消防保安課産業保安班 班長 

柿本 明広 日本 LP ガス協会 

（岩谷産業（株）環境保安部 担当部長） 

飯田 正史 （一社）全国 LP ガス協会 保安部 保安技術担当部長 

小出 達弥 日本液化石油ガス協議会 

（（株）サイサン技術開発部開発課 課長） 

三宮 毅之 （一社）日本エルピーガスプラント協会 

（富士工器（株）バルクプロジェクト部 部長） 

深澤  稔  日本高圧ガス容器バルブ工業会 

（（株）宮入製作所副工場長技術部長） 

山中 俊明 （一社）日本エルピーガスプラント協会 

（ガス保安検査（株）保安検査部東部事業所 

 東日本担当部長） 

中代 雅士 （株）IHI 検査計測 技師長室 フェロー 

藤田  智  大阪ガス（株）エネルギー技術研究所 

プロジェクト推進室 
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5.2.2 審議経過 

第 1 回 平成 27 年 5 月 21 日 平成 27 年度実施計画の検討等 

第 2 回 平成 27 年 9 月 2 日 進捗状況の確認及び経過報告等 

第 3 回 平成 27 年 11 月 25 日 進捗状況の確認及び経過報告等 

第 4 回 平成 28 年 1 月 27 日 成果報告書等の審議 
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6 実施内容及び実施結果 

 

6.1 転用可能性に関する評価･検証等の実施 

バルク貯槽 20 年検査体制導入整備調査研究事業で取りまとめた告示検査の手

順書案を踏まえ、他の高圧ガス関連分野で適用されている非破壊検査手法であっ

て、手順書案に採択された検査方法や検査手順を代替することで告示検査を高度

化し又は効率化する可能性のある候補を調査して取りまとめた。特に、バルク貯

槽の外観検査の際に行う非破壊検査について、バルク貯槽外部表面の塗膜剥離が

作業上の大きな負担となっていることから、この塗膜剥離を要しない新しい検査

技術を探索し、手順書案において採択された非破壊検査手法の代替として優位性

が認められるものを抽出・整理した後、収集した技術資料等に照らして評価を行

い、本事業の検討対象とすべき新検査技術として、密閉型磁粉探傷（以下「密閉

MT」という。）試験、黒色磁粉探傷試験（以下「黒色 MT 試験」という。）及び渦

流探傷試験（以下「ET 試験」という。）を選定した。 

選定した塗膜剥離を要しない非破壊検査手法について、手順書案で採択した非

破壊検査手法と比較検証する方法を検討した後、その比較検証計画を策定し、制

限事項及び推奨事項の基準化に必要なデータの取得並びに欠陥検出に係る確実性

に資する方策を検討するためバルク貯槽を模した試験片を使用した模擬実験を行

った。その結果、実用にあたり開発要素が含まれることがわかった黒色 MT 試験

及び ET 試験については、本調査の対象から除外することとした。また、制限を

設けることにより、ある一定の検出性能を有することが確認された密閉 MT 試験

については、模擬試験の結果等に基づき「密閉 MT 検査基準（案）」の素案を作成

した。 

本年度調査は、平成 25 年度から平成 26年度までにおいて実施した密閉MT 試験

の告示検査への導入検討における調査結果を踏まえて、密閉 MT 検査基準素案に掲

げる制限事項の設定に関して検討を行い、バルク貯槽の告示検査の高度効率化に資

すると期待される密閉MT 検査基準（案）の規定内容の最適化を図ることとした。 

 

6.1.1 制限事項の設定 

平成 26 年度までの調査結果及び現に普及されているバルク貯槽の実態を踏まえ

て、バルク貯槽外部表面における検査対象となる部位の塗膜厚さの制限値及び当該

検査対象となる部位の余盛り高さの制限値について検討した。結果を 6.1.1.1 及び

6.1.1.2に示す。 

6.1.1.1 膜厚制限値設計 

 密閉 MT 検査基準（案）における被試験体の膜厚制限は、次の(1)から(3)まで

に掲げるとおり決定した。 
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(1) 検出限界膜厚の検討 

平成 25 年度及び平成 26 年度の膜厚制限値に関する調査結果からは、膜厚

200 μm に設計した塗装試験片（試験片 200）に設けた人工きずは確実に検出

でき、膜厚 300 μm に設計した塗装試験片（試験片 300）に設けた人工きず

は一部で検出感度が低下し、試験実施者の判定にばらつきが生じた。当該試

験結果から密閉 MT 検査基準（案）における膜厚制限値を決定するに当たっ

て、試験片 200 及び試験片 300 の人工きず加工部位及び膜厚測定部位（図

6.1.1-1）、検出判定結果（表 6.1.1-1）及び各試験片の人工きず加工部位の膜

厚値（表 6.1.1-2）との関係を確認した。 

図 6.1.1-1 と表 6.1.1-1 より、試験片 200 に設けた人工きずはすべて明確に

検出され、また、試験片 300 で判定にばらつきが生じた人工きずは、長手継

手及び周継手の突合せ溶接部が交差する部位（以下「T クロス部」という。）

に設けたものであって、かつ、きずサイズが検出下限値である長さ 1.5 mm

のもののみであった。また、図 6.1.1-1 及び表 6.1.1-2 に示すとおり、人工き

ずを検出できた試験片中の T クロス部に付与した検出下限サイズの人工きず

加工部位における膜厚（実測値）は、最大で 229 μm（平成 26 年度製作の塗

装試験片）であった。 

従って、バルク貯槽の告示検査等に関する基準（以下「KHKS0745」とい

う。）に定める磁粉探傷検査対象部位において、密閉 MT 検査手法を適用する

場合に最も探傷が困難な部位にあって、かつ、きずサイズが検出下限値の人

工きずを検出できた膜厚 229 μm を限界値の指標とすることが妥当であると

考える。 
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図 6.1.1-1 人工きず加工箇所及び膜厚測定箇所 

  

 4枚の試験片に対して左図
のとおり放電加工により10
箇所（熱影響部9箇所、
ビード上1箇所）スリットを
付与する。

熱影響部に付与するスリッ
トは、溶接止端部から1mm
程度離す。

 スリットの寸法精度（スリッ
ト中央部を測定する。）
・ビード上±0.1mm
・止端部±0.05mm

 スリット加工後は寸法測定
を行い、実際に加工した寸
法の確認・記録を行う。

 スリット加工後に蛍光磁粉
探傷試験を行い、スリット
毎に検出状況の写真記録
を行う。（スケール入り）

塗膜厚さは次の4条件で施
工する。
・約100μm
・約300μm
・約500μm
・約800μm

塗装はバルク告示第10条
第1号ロに定めるとおりとす
る。

塗装を施した試験片は、試
験片番号及び欠陥位置が
塗装を施した後でも確認で
きるよう、刻印を打つなど
の適切な措置を施すこと。

試験片番号は、次のとおり
とする。
・試験片100→（塗膜100μm）
・試験片300→（塗膜300μm）
・試験片500→（塗膜500μm）
・試験片800→（塗膜800μm）

350

100 70 10030 3020

30

30

20

100

70

70

100

420

○スリット：長さ×深さ×幅（mm）

L 1.5×D 0.75×W 0.2

L 2.0×D 0.75×W 0.2

L 4.0×D 0.75×W 0.2

周方向溶接部

長手方向溶接部

図面上の寸法数値はお
およそで単位はmm

① ② ③ 

④ 
⑤ ⑦ 

⑧ ⑨ 

⑥ 
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表 6.1.1-1  膜厚制限調査結果 

試験片
番号 

塗膜厚さ 人工きずサイズ 
（長さ×深さ×幅） 

人工きず加工位置 
膜厚 
測定点 

判
定 目標値 実測値 

試験片 
100 

100±25
μm 

149~ 
258 
μm 

1.5mm×0.75mm×0.2mm 

周継手（鏡板側溶接止端部） ② ○ 

周継手（溶接ビード上） ②⑤ ○ 

T クロス 90°隅 ⑤ ○ 

長手継手（溶接止端部） ⑧ ○ 

2.0mm×0.75mm×0.2mm 

周継手（鏡板側溶接止端部） ③ ○ 

T クロス 90°隅 ⑦ ○ 

長手継手（溶接止端部） ⑨ ○ 

4.0mm×0.75mm×0.2mm 

周継手（鏡板側溶接止端部） ① ○ 

T クロス 90°隅 ⑥ ○ 

周継手（胴板側溶接止端部） ④ ○ 

試験片 
200 

200±25
μm 

194~ 
229 
μm 

1.5mm×0.75mm×0.2mm 

周継手（鏡板側溶接止端部） ② ○ 

周継手（溶接ビード上） ②⑤ ○ 

T クロス 90°隅 ⑤ ○ 

長手継手（溶接止端部） ⑧ ○ 

2.0mm×0.75mm×0.2mm 

周継手（鏡板側溶接止端部） ③ ○ 

T クロス 90°隅 ⑦ ○ 

長手継手（溶接止端部） ⑨ ○ 

4.0mm×0.75mm×0.2mm 

周継手（鏡板側溶接止端部） ① ○ 

T クロス 90°隅 ⑥ ○ 

周継手（胴板側溶接止端部） ④ ○ 

試験片 
300 

300±25
μm 

295~ 
316 
μm 

1.5mm×0.75mm×0.2mm 

周継手（鏡板側溶接止端部） ② ○ 

周継手（溶接ビード上） ②⑤ ○ 

T クロス 90°隅 ⑤ △ 

長手継手（溶接止端部） ⑧ ○ 

2.0mm×0.75mm×0.2mm 

周継手（鏡板側溶接止端部） ③ ○ 

T クロス 90°隅 ⑦ ○ 

長手継手（溶接止端部） ⑨ ○ 

4.0mm×0.75mm×0.2mm 

周継手（鏡板側溶接止端部） ① ○ 

T クロス 90°隅 ⑥ ○ 

周継手（胴板側溶接止端部） ④ ○ 
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表 6.1.1-2 膜厚測定結果（抜粋） 

 
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

試験片

100 

H25 製作 

173 168 218 189 224 224 258 237 208 

試験片

200 

H26 製作 

223 203 200 213 229 211 214 209 194 

試験片

300 

H26 製作 

306 314 306 306 316 307 310 300 295 

 

(2) 膜厚の裕度設計 

密閉 MT 検査基準（案）においては、前記①の膜厚限界値（229μm）を下

回る場合を試験対象とする必要があるが、これに加え、膜厚計の誤差範囲を

差し引いた膜厚値以下の値を適用範囲の最大値とすることとした。膜厚計は、

バルク供給及び充てん設備に関する技術上の基準等の細目を定める告示（以

下「バルク告示」という。）第 10 条第 3 号ロに定める電磁式 2 点調整型微厚

計を規定しており、これに該当する膜厚計の性能は、日本工業規格

K5600-1-7(2014)「塗料一般試験方法－第 1 部：通則－第 7 節：膜厚」（以下

「JIS K 5600-1-7」という。）に規定する「5.乾燥塗膜の測定方法」の磁気法

に規定されている。JIS K 5600-1-7 附属書 A によると、磁気法に分類される

膜厚計の最大誤差は±5 μm（磁気プルオフ膜厚計）であり、精度は±6 %（磁

気プルオフ膜厚計）である。従って、当該磁気法に定める手法によって膜厚

を測定した場合の表示値が膜厚上限値を超えない最大値 X(μm)は、 

（X μm＋5 μm）× (+1.06) ≤  229 μm 

X  ≤ 211 μm 

となり、膜厚計により測定した膜厚が 211 μm 以下であれば、密閉 MT 試験に

より検出下限以上の長さのきず検出は可能である。 

(3) 膜厚制限 

上記(1)及び(2)の他、さらに一定の裕度を考慮して制限値は 200 μm とした。

なお、図 6.1.1-2 に示すバルク貯槽膜厚分布実態調査結果（平成 18 年度）か

ら、バルク貯槽の膜厚は、100 μm から 200 μm 程度のものが大半を占めてい

る。 

（単位：μm） 
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図 6.1.1-2 バルク貯槽膜厚分布実態調査（平成 18 年度） 

 

6.1.1.2 溶接ビード高さ 

平成26年度までに密閉MT試験を適用した塗装試験片の余盛り高さは最大で

3 mm 程度（塗膜なしの状態）であった。この程度の高さであれば密閉 MT 試

験の適用上問題はなかったが、特定設備検査時の余盛り高さについては現在 2.4 

mm 以下として運用されており、密閉 MT 検査基準（案）においても実態に則

して当該値を基準値とすることとした。 

 

6.1.2 まとめ 

 平成 26 年度までの調査結果及び現に普及されているバルク貯槽の実態に基づ

き、次の(1)及び(2)に示すとおり密閉MT 検査基準（案）における規定内容の最適

化を図った。 

(1) 膜厚に関する制限値 

平成 26 年度までにおける膜厚制限調査結果及び膜厚測定装置に許容される

最小誤差など膜厚測定器の性能から 200 μm 以下とした。 

(2) 余盛り高さに関する制限値 

 特定設備検査を実施する際に許容されている周継手及び長手継手の突き合わ

せ溶接部における溶接ビード余盛り高さである 2.4  mm 以下とした。 
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6.1.3 新検査技術を用いた告示検査基準案の作成 

本調査研究では、バルク貯槽の告示検査に関する手順を取りまとめた

KHKS0745 に採択されていない新しい検査技術であって、かつ、告示検査の高度

化及び効率化に資する検査手法として密閉 MT 試験を選定し、技術的な検証を行

った。その結果として、添付のとおり「密閉型磁粉探傷試験によるバルク貯槽の

非破壊検査基準（案）」を作成した。 

今回作成した密閉 MT 検査基準（案）については、バルク貯槽の外部表面溶接

部に対する非破壊検査手法の一つとして KHKS0745 に導入しうるものである。バ

ルク貯槽の告示検査は、平成 29年度以降に本格的な実施が見込まれることから、

KHKS への導入は次年度内を目安に改正作業を進める。 

密閉 MT 検査基準（案）の本文と規定内容の設定理由、検討経緯、課題等を併

せて表 6.1.3-1 に示す。また、図 6.1.3-1 に密閉 MT 検査基準（案）に基づく検査

フローを示す。 
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表 6.1.3-1 密閉 MT 検査基準（案）の本文及び規定内容の設定理由等 

密閉 MT 検査基準（案） 設定理由、検討経緯、課題など 

 

1. 総則 

 

1.1 適用範囲 

密閉型磁粉探傷試験によるバルク貯槽の非破壊検査基準（以下「密閉型磁

粉探傷検査基準」という。）は、内径 800 mm
1)以上のバルク貯槽を対象とし、

バルク供給及び充てん設備に関する技術上の基準等の細目を定める告示（以

下「バルク告示」という。）第 1 条第 1 項第 2 号イ(1)に定めるバルク貯槽外

面の非破壊検査に密閉型磁粉探傷試験を用いる場合に適用する。 

 

注 1) 設計基準寸法とする。 

 

1.2 用語の定義 

密閉型磁粉探傷検査基準で使用する主な用語の定義は、バルク告示、高圧

ガス保安法特定設備検査規則、特定設備検査規則の機能性基準の運用につい

て（平成 13 年 12 月 28 日 平成 13･12･27 原院第 5 号）の別添 3「バルク貯

槽の技術基準の解釈」及び日本工業規格 Z 2300(2009)「非破壊試験用語」、

日本工業規格 Z 3001-1(2013)「溶接用語−第 1 部：一般」、日本工業規格 Z 

3001-2(2013)「溶接用語−第 2 部：溶接方法」及び日本工業規格 K 5500(2000)

「塗料用語」において使用する用語の例によるほか、次の a)から e)までに掲

げるとおりとする。 

a) 密閉型磁粉探傷試験 

密閉型磁粉探傷試験とは、透明な薄い袋状のシート内に湿式検出媒体

 

 

 

 

【内径 800 mm 以上のバルク貯槽に限定することについて】 

貯蔵能力 300kg（公称）のバルク貯槽を想定して設定したが、当該検査

手法の適用に当たっては曲率が問題となることから、貯蔵能力 300 kg（公

称）のバルク貯槽の一般的な設計基準寸法である内径 800 mm とした。貯

蔵能力が 300kg（公称）未満であって曲率が当該設計基準寸法未満である

バルク貯槽を適用範囲に含めるには、検出特性に対する曲率の影響につい

てさらなる調査が必要である。なお、2014 年までに製造された貯蔵能力

300kg（公称）以上のバルク貯槽のシェアは、次表のとおり製造基数の累

計の約 88%を占めている。 

 

貯蔵能力 シェア（2014 まで） 

300kg 未満 12.5% 

300kg（公称） 34.8% 

87.5% 

500kg 26.4% 

980kg 25.9% 

1000kg 以上 0.4% 

 

製造基数累計の 

約 88%に該当 
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を封入・密閉した検査シートを試験対象面に隙間なく密着させ、この状

態で極間式磁化器により試験対象を磁化させて検査シート内に生じた磁

粉模様を観察する試験方法であって、塗膜の上からバルク貯槽外面のき

ずを検出することが可能な非破壊検査方法をいう。 

b) 電磁式二点調整型電磁微厚計 

 電磁式二点調整型電磁微厚計とは、バルク告示第 10 条第 3 号ロ(2)に

定めるものであって、日本工業規格 K 5600-1-7(1999)「塗料一般試験方

法－第 1 部：通則－第 7 節：膜厚」（以下「JIS K 5600-1-7」という。）

に規定する電磁膜厚計をいう。 

c) 溶接部 

 溶接部とは、溶接金属及び熱影響部を含んだ部分の総称をいう。 

d) 溶接止端部 

 溶接止端部とは、母材と溶接金属の境界部分のことをいう。 

e) 余盛り高さ 

 余盛り高さとは、溶接止端部を結ぶ面の外側にある溶接金属の部分の

厚さをいう。 

 

1.3 検査通則 

1.3.1 一般 

 バルク告示第 1条第 1項第 2号イ(1)に定めるバルク貯槽外面の非破壊検

査に密閉型磁粉探傷試験を適用する場合は、1.3.2 及び 1.3.3 に定めるとこ

ろに従って行う。 

1.3.2 検査手順等 

密閉型磁粉探傷試験を適用する場合の検査手順等は、1.3.2.1 及び 1.3.2.2

に定めるところに従って行う。図 1 に密閉型磁粉探傷検査基準による検査
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フローを示す。 

1.3.2.1 試験対象部位 

密閉型磁粉探傷試験は、「バルク貯槽の告示検査等に関する基準

（KHKS0745）」（以下「KHKS0745」という。）の 2.4.2 a) 1) 及び 2) に

定める部位を対象として行う。 

1.3.2.2 検査手順 

密閉型磁粉探傷試験による非破壊検査は、1.3.2.1 に定める部位を対象

に、2 に定める予備検査を行い、当該部位に対して密閉型磁粉探傷試験が

適用できることをあらかじめ確認した後、3 に定める手順に従って行う。 

 

1.3.3 検査実施者及び評価者 

 密閉型磁粉探傷試験による非破壊検査は、1.3.3.1 に定める要件に適合す

る者を検査実施者として検査（予備検査を含む。以下 1.3.3 において同じ。）

を行い、1.3.3.2 に定める要件に適合する者を評価者として検査結果の判定

等を行う。 

1.3.3.1 検査実施者 

次の a)から d)までに掲げる全ての要件を満足する者とする。 

a) 磁粉探傷試験技術者資格 1)レベル 1以上の資格証明書の交付を受けた

者であること。 

b) 次の 1)から 4)までに掲げるいずれかの検査に関する専門知識及び技

能並びに実務経験を有する者であること。 

1) 高圧ガスの保安のための検査 

2) 貯蔵能力 500kg 以上の大型容器に係る容器再検査 

3) バルク貯槽の製造時検査 

4) バルク貯槽の告示検査 

 

【試験対象部位】 

試験対象部位は KHKS0745 より次の①及び②に掲げる箇所 

① 長手継手及び周継手の突合せ溶接部のうち、長手継手と周継手とが交差す

る部分（以下「T クロス」という。）を含み、当該突合せ溶接部の全長の 20 %

以上の部分 

② 前記①により選定した部分に係る熱影響部 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教育･訓練及び磁粉探傷試験技術者資格者レベルについて】 

KHK 認定検査機関の検査員 24 名（検査経験有り、磁粉探傷試験技術者資

格レベル 1 有資格者 12 名＋同資格レベル 2 有資格者 12 名）を対象として、

13 枚の塗装試験片（欠陥総数 41 箇所）を使用し、密閉 MT 試験経験者によ

る教育･訓練を段階的に施しながら、その都度、制限時間内における欠陥検出

率※を求めた。その結果、教育･訓練を施す前後で欠陥検出率は大幅に改善さ

れ、密閉 MT 試験経験者と同じレベルにまで向上した。また、教育･訓練を施

すことで資格者レベル間の差は完全に解消した。 
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c) 前記 b)に掲げるいずれかの検査において行う磁粉探傷試験の実務に

関する十分な経験（欠陥処置に関する経験を含む。）を有する者である

こと。 

d) （密閉型磁粉探傷試験の実務に関する十分な経験を有する者が行う）

密閉型磁粉探傷試験の適用に関する教育･訓練を修了した者であるこ

と。 

 

注 1) 「磁粉探傷試験技術者資格」とは、一般社団法人日本非破壊検査協

会の極間法磁粉探傷検査に係る非破壊試験技術者資格又は一般社団法

人日本エルピーガスプラント協会の極間法磁粉探傷検査に係るガスプ

ラント非破壊検査技術者資格をいう。 

 

1.3.3.2 評価者 

 評価者は、KHKS0745の 1.3.4.2に規定する基準を満足し、かつ、1.3.3.1 

b)に掲げる要件を満足する者でなければならない。 

 

2. 予備検査 

 

2.1 一般 

 予備検査は、2.2 から 2.4 までに定めるところに従って実施する。この場

合において、2.2 から 2.4 までに定める予備検査のうち一以上の検査で不合

格となるバルク貯槽については、密閉型磁粉探傷検査基準が適用できない

ものとして取り扱い、KHKS0745 の 2.4 の規定に従って非破壊検査を行う。 

 

 

 教育･訓練前 教育･訓練後 

MT レベル 1 46%～83%（平均 64%） 90%～100%（平均 95%） 

MT レベル 2 49%～88%（平均 70%） 90%～100%（平均 94%） 

（密閉 MT 試験経験者：95%） 

 ※ ここでの欠陥検出率は、検査員一人あたりの欠陥総数 41 箇所を母数と

して算定したもの。表中の欠陥検出率は最大値から最小値までを示す。 

 

以上の結果を踏まえ、検査実施者の技量要件については、今回の調査に参

画した検査員の技量レベルを考慮し、次の①から④までに掲げる全ての要件

を満足する者とした。 

① 磁粉探傷試験技術者資格レベル 1 以上の資格所有者であること。 

② 高圧ガスの保安のための検査、大型容器に係る容器再検査、バルク貯槽の

製造時検査又はバルク貯槽の告示検査に関する専門知識及び技能並びに実

務経験を有すること。 

③ 前記②に掲げるいずれか検査の際に行う磁粉探傷試験の実務に関する十

分な経験（欠陥処置に関する経験を含む。）を有する者であること。 

④ （密閉 MT 試験経験者による）密閉 MT 試験の適用に関する教育･訓練を

修了した者であること。 
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2.2 塗膜外観に関する検査 

2.2.1 一般 

検査は、2.2.2 に掲げる方法により行い、2.2.3 に定める基準に合格しな

ければならない。 

2.2.2 検査方法 

1.3.2.1 に定める部位を対象として、当該部位に付着した泥、苔等の汚れ

を完全に除去した後、目視により、塗膜外観の劣化状況の確認を行う。 

2.2.3 合格基準 

さび、はがれ、割れ、ふくれ等の塗膜劣化がないことを確認したものを

合格とする。 

 

 

 

 

2.3 溶接部の形状に関する検査 

2.3.1 一般 

 検査は、2.3.2 に掲げる方法により行い、2.3.3 に定める基準に合格しな

ければならない。 

2.3.2 検査方法 

 1.3.2.1 に定める部位を対象として、次の a)から c)までに掲げる測定等を

行う。 

a) 溶接ゲージ等を使用し、塗膜のある状態で溶接部の余盛り高さの測定を

行う。 

b) 目視により、塗膜のある状態で溶接止端部における段差の有無を確認する。 

c) 目視により、溶接部の塗膜表面のへこみの有無を確認する。 

【塗膜外観】 

図 1 及び図 2 のように、さび、はがれ等の塗膜劣化が存在する箇所は、溶

接部の地肌面に腐食減肉（欠陥）が存在している可能性があり、この場合は

KHKS0745 に従い、さびを除去した後、減肉部分をグラインダー加工等によ

りなだらかに仕上げ、通常の磁粉探傷試験検査を行う必要がある。 

 

  図 1 ふくれ、さび、はがれ        図 2 割れ、さび 

 

【溶接部の形状】 

溶接部の形状のうち、検査シートとの密着性に影響を及ぼすおそれのある

要因としては、余盛り高さ、溶接止端部の形状及び溶接ビード表面の粗さが

挙げられる。予備検査においては、これらの溶接部の形状を検査対象として

取扱い、目視等によりあらかじめ確認することとした。 
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溶接部

母材部

2.3.3 合格基準 

 次の a)から c)までに定める基準のいずれにも適合するものを合格とする。 

a) 余盛り高さは、2.4 mm 以下であること。 

 

 

 

 

 

 

b) 溶接止端部には、検査シートの密着性に影響を及ぼすおそれのある段差

がなく、滑らかであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【余盛り高さに関するクライテリア】 

平成 26 年度までに密閉 MT 試験を適用したバルク貯槽実機及び塗装試験片

の余盛り高さは最大で 3 mm程度（塗膜なしの状態）であったが、特定設備検

査時の余盛り高さについては現在 2.4 mm以下として運用されており、実態に

則して当該値を基準値とすることとした。 

 

 

【溶接止端部の形状に関するクライテリア】 

平成 26 年度に実施した欠陥検出率調査において、図 3 に示す溶接止端部

の段差箇所に加工した 4 mm の人工きずの検出率※は 88%であり、当該段差

箇所以外に加工した 4 mm の人工きず（6 箇所）の検出率 100%（6 箇所全て）

よりも低下していた。溶接止端部の段差が影響したことは確実であることか

ら、ここでは、検査シートの密着性に影響を及ぼすおそれのある段差がない

ことと滑らかであることを必要条件として定性的なクライテリアを設けた。 

※ ここでの検出率は、検査員 24 名を母数として算出したもの。 

 

    

 

 

 

 

図 3 溶接止端部の段差形状    図 4 溶接止端部のクライテリア 

 

段差 

滑らか 
断面 

断面 
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c) 溶接部の塗膜表面には、検査シートの密着性に影響を及ぼすおそれのあ

るへこみがなく、滑らかであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【溶接部の塗膜表面のクライテリア】 

図 5 に示すサブマージアーク溶接による溶接ビードは、表面が比較的滑ら

かであるが、マグ溶接の場合は粗くなるため、この影響で検査シートの密着

性に問題が生じる可能性があるが、平成 26 年度の調査においては、図 6 に

示す程度のマグ溶接の溶接ビード部表面の粗さに対しては許容できることを

確認した。また、塗装を施すことで表面上はある程度滑らかになると考えら

れる。このように、本調査研究において確認した範囲内では、マグ溶接であ

っても検出性能への影響はそれほどないものと考えられるが、場合によって

は、図 7 のように極端なへこみを伴った溶接ビード形状も存在することから、

ここでは、検査シートの密着性に影響を及ぼすおそれのあるへこみがないこ

とと滑らかであることを必要条件として定性的なクライテリアを設けること

とした。 

 

図 5 サブマージアーク溶接による溶接ビード 

  

図 6 マグ溶接による溶接ビード 
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2.4 膜厚に関する検査 

2.4.1 一般 

 検査は、あらかじめ、検査対象となるバルク貯槽の試験対象部位につい

て、再塗装 1)を行った履歴の有無を調査により把握した後、2.4.2 に掲げる

方法により行い、2.4.3 に定める基準に合格しなければならない。 

 

注 1)
 再塗装とは、バルク貯槽の製造業者が製造時に施した塗装以外の塗装

をいう。 

 

2.4.2 検査方法 

2.4.2.1 から 2.4.2.3 までに定めるところに従って膜厚測定を実施する。 

2.4.2.1 測定装置 

 膜厚測定に使用する装置は、次の a)から c)までに掲げる機能を有する

電磁式二点調整型電磁微厚計（以下「膜厚計」という。）とする。 

a) 膜厚計は、0 mm から 1 mm までの膜厚を測定できるものであること。 

b) 膜厚計の分解能は、0.001 mm 以下とする。 

c) 膜厚計及び校正用フォイル又はシム若しくは校正用標準板（以下「校

正用標準」という。）は、当該膜厚計の製造業者又は権威ある機関にお

 

 

 

 

 

 

図 7 マグ溶接による溶接ビード（へこみあり） 

 

 

【再塗装の履歴の有無の調査について】 

塗装方法によっては乾燥中に溶接止端部に塗料が溜まりやすくなり、その

結果、母材部よりも膜厚が厚くなることがある。平成 25 年度において、再塗

装を行ったものとそうでないものとを対象として T クロス部の膜厚測定を行

った。その結果、再塗装を行っていないものは製造時の塗装のままというこ

とであるが、この場合、測定点ごとの測定値のばらつきや測定範囲内におけ

る測定点間の測定値のばらつきは小さく、一方で再塗装を行ったものは、そ

れらのばらつきが大きくなる傾向にあった。このため、ここでは再塗装の有

無に応じて測定点数に差を設けることとした。 

【測定装置について】 

平成 25 年度に使用した測定装置の仕様を採用した。 
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いて、校正が行われたものであること。 

2.4.2.2 測定装置の校正 

 測定装置の校正は、次の a)及び b)に掲げる方法により行う。 

a) 校正は、試験前、試験中（1 時間に 1 回以上）及び試験後において、

校正用標準を用いて行う。この場合において、校正用標準には、きず、

へこみ等の不良のないものを使用しなければならない。 

b) 校正の手順に関しては、膜厚計の製造業者が提供する使用説明書に従

って実施する。 

2.4.2.3 測定手順 

 膜厚測定は、目視により、1.3.2.1 に定める部位付近の母材部の塗膜に、

たれ、へこみ、しわ、はじき、流れ、ピンホール等の塗膜欠陥が存在し

ないことを確認した後、次の a)から e)までに定める手順に従って行う。

この場合において、目視により、塗膜欠陥が確認されたときは、密閉型

磁粉探傷検査基準が適用できないものとして取り扱い、KHKS0745の2.4

の規定に従って非破壊検査を行う。 

a) 再塗装を行った履歴の有無に応じ、次の 1)又は 2)に定める方法に従

って膜厚測定を行う測定点を選定する。 

1) 再塗装を行った履歴がない場合 

1.3.2.1 に定める部位の各溶接止端部から当該部位と接する母材

部側に約 20 mm 離れた範囲内であって、当該部位に沿って 50 mm

を超えない間隔で任意に設けた 1 以上の箇所を測定点とする。なお、

長手継手及び周継手の突合せ溶接部のうち、長手継手と周継手とが

交差する部分から両継手方向に 50 mm を超えない範囲内において

任意に設けた測定点は 1 以上の箇所とすることができる。 

 

 

【測定装置の校正について】 

JIS K 5600-1-7「塗料一般試験方法－第 1 部：通則－第 7 節膜厚」の「11.

方法 No.6 磁気法」に準拠した。 

 

 

 

 

 

【膜厚測定前の目視による確認の必要性について】 

2.4 の検査は「母材部の測定結果を以て溶接部の膜厚が適正範囲にあると

みなす」考え方に基づくものである。このため、2.4.2.3 に示す塗膜欠陥を有

する場合は、そのバルク貯槽は均一な膜厚による塗膜を形成していない可能

性が高いことから、上述した考え方を適用することは適切ではないと考える。

よって、測定前に目視を行って塗膜面の状態を確認し、2.4.2.3 に示す塗膜欠

陥が存在する場合は、密閉 MT 検査基準の適用から除外することとした。 

 

【再塗装を行った履歴がない場合の膜厚測定の測定点選定】 

測定点は溶接止端部に極力近づける方が望ましいことから、測定点は溶接

止端部から約 20 mm 以内の範囲に設けることとした。また、平成 25 年度の

調査結果より、再塗装を行っていないものであれば測定間隔を 50 mm ピッチ

としても測定値のばらつきがそれほど大きくならなかったため、このような

範囲（50 mm ピッチ）を設定した。 
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2) 再塗装を行った履歴がある場合 

 前記 1)に定める手順を準用する。この場合において、前記 1)中「50 

mm」とあるのは「20 mm」と読み替えるものとする。 

 

 

b) 前記 a)において設定する測定点は、使用する膜厚計のプローブが垂直

に接触できる箇所 2)とする。 

c) 測定は、測定値が安定するまで数回繰り返して行った後、一測定点当

たりの測定回数を 3 回以上として実施し、そのときの測定値の平均を

膜厚として記録する。 

d) 測定は、前記 a)に基づき設定した測定点に対して膜厚計のプローブが

ほぼ同一の箇所に押し当てることができるよう措置を講じる。 

e) その他測定に際し、使用する膜厚計の製造業者が指定する手順や注意

事項等がある場合はそれに従う。 

 

注 2)
 溶接止端部付近は膜厚計のプローブが垂直に接触できないことが多

いため、測定点は溶接止端部から 10 mm 程度離れた箇所を選定するこ

とが望ましい。 

 

2.4.3 合格基準 

 各測定点における膜厚のうち、最大のものが 200 μm以下であること。 

 

 

 

 

【再塗装を行った履歴がある場合の膜厚測定の測定点選定】 

再塗装等を行ったものについては、平成 25 年度に設定した測定範囲内であ

っても数十 μm単位でばらつきが生じており、この平成 25 年度の調査結果か

ら、測定間隔は 20 mm ピッチに設定することとした。 

 

【測定手順の詳細について】 

JIS K 5600-1-7「塗料一般試験方法－第 1 部：通則－第 7 節膜厚」の「11.

方法 No.6 磁気法」に準拠した。 

 

 

 

 

 

 

 

【注 2)について】 

溶接止端部付近は測定が困難な場合が多いため、具体的に測定点として望

ましい箇所を注釈に規定した。 

 

 

【膜厚制限値について】 

平成 26年度の膜厚制限値に関する調査結果に基づく平成 27年度の膜厚制

限値に関する検討結果より、密閉 MT 検査手法を適用する場合に最も探傷が

困難な部位にあって、かつ、きずサイズが検出下限値の人工きずを検出でき

た膜厚 229 μm を限界値の指標とすることが妥当であるとした。当該膜厚値
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3. 密閉型磁粉探傷試験による非破壊検査 

 

3.1 一般 

 密閉型探傷試験による非破壊検査は、2 に定める予備検査に合格したバ

ルク貯槽の 1.3.2.1 に定める部位を対象として、3.2 に掲げる方法により行

い、3.3 に定める基準に合格しなければならない。 

 

3.2 検査方法 

3.2.1 一般 

 密閉型磁粉探傷試験は、3.2.2 に定める試験装置を使用して、3.2.3 に定

める方法により実施する。 

3.2.2 試験装置 

 密閉型磁粉探傷試験に使用する試験装置は、試験体に対して磁化、磁粉

の適用及び観察の三つの操作を行うことができ、試験体の形状、寸法、材

質、表面状況及びきずの性質（種類、大きさ、位置及び方向）に応じて適

切な感度で効率良く安全に試験できるものであって、かつ、3.2.2.1 から

3.2.2.3 までに掲げる条件を満足し、3.2.2.4 に定める性能試験に合格するも

のとする。 

3.2.2.1 装置構成 

密閉型磁粉探傷装置の基本構成は、図 1 に示すとおり、極間式磁化器

と検査液を封入･密閉した検査シート等から成る検査液適用装置とを組

及び密閉 MT 検査 基準案において指定する膜厚測定機器の正確さ及び精度

を考慮して 200 μm を制限値とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【試験装置について】 

試験装置については、現存する密閉 MT 装置の性能、形状、構造、寸法等

に関する詳細仕様を明記して制限するのではなく、密閉 MT 装置の基本構成

や各パーツに求められる性能及び構造を明記し、それらを組立てた後に性能

試験を行い、合格するものであることを必要条件として規定した。 

 

 

【装置構成について】 

密閉 MT 装置を基準（案）中の図 1 に示す区分に分解し、これを装置の基

本構成とした。 
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み立てたもの 1)とする。 

 

 

図 1－密閉型磁粉探傷装置の構成図 

 

注 1)
 図1の構成に基づき組み立てられた密閉型磁粉探傷装置の製品例を図

2 に示す。 

 

図 2－組立後の密閉型磁粉探傷装置（製品例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

密閉型磁粉探傷装置
極間式磁化器

検査治具

検査シート押さえ

検査シート

検査液適用装置

黒色磁粉

分散媒

プラスチック製
フィルムシート
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3.2.2.2 極間式磁化器 

 極間式磁化器は、日本工業規格 Z 2321(1993)「磁粉探傷用交流極間式

磁化器」によるものであって、きずを検出するのに適切な磁界の強さを

試験体に与えることができるものでなければならない。 

3.2.2.3 検査液適用装置 

 検査液適用装置は、次の a)から d)までに掲げる機能を有するものから

構成されるものでなければならない。 

a) 検査ジグ 

 検査ジグは、極間式磁化器と検査シート押さえをばねを介して結合

させ、極間式磁化器の吸着力を押さえ荷重として利用するとともに、

試験操作の際、押さえ荷重を自在に変化させることができる機能及び

構造 2)を有するものとする。 

 

注 2)
 図 3 に検査ジグの具体例を示す。 

 

b) 検査シート押さえ 

 検査シート押さえは、検査ジグと検査シートとの間に位置し、試験対

象のバルク貯槽の溶接部における余盛り形状に沿って検査シートを隙

間なく密着させることができるだけの軟らかさを有するもの 3)とする。 

 

注 3)
 図 4 に検査シート押さえの製品例を示す。 

 

c) 検査シート 

 検査シートは、次の1)から4)までに定める基準を満足するもの 4)とする。 

1) 検査シート内に封入する黒色磁粉及び分散媒は、日本工業規格 Z 

【極間式磁化器について】 

磁化器は JIS Z 2321 に準拠したものを使用することとした。 
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2320-1(2007)「非破壊試験-磁粉探傷試験-第 1 部：一般通則」（以下

「JIS Z 2320-1」という。）9.2.2 による。 

2) 検査シートの密閉は、2 枚のプラスチック製フィルムシートの外縁

部を融着することにより行ったものとする。 

3) 検査シートは、磁粉模様の有無が直接確認でき、かつ、磁粉模様と

試験体表面との間に十分な視覚的コントラストがなければならない。 

4) 検査シートは、検査シート押さえにより試験体表面に強く押さえつ

けられた場合であっても上面と下面のプラスチック製フィルムシー

トの間に一定の隙間が確保され、かつ、磁粉の移動が可能となる機

能を有するものでなければならない。 

 

注 4)
 図 5 に検査シートの製品例を示す。 

 

 

   図 3－検査ジグ（構造例） 図 4－検査シート押さえ（製品例） 
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図 5－検査シート（製品例） 

 

3.2.2.4 試験装置の性能確認 

 密閉型磁粉探傷装置は、次の a)に掲げる方法又はこれに準じた方法によ

り、次の b)に定める性能を有していることを確認したものでなければなら

ない。なお、密閉型磁粉探傷装置の製造業者が自らこの性能確認を行い、

当該製造業者から次の b)に定める必要性能を有するものであることを示

す性能確認証明書の提供を受けた場合にあっては、この限りでない。 

a) 性能確認方法 

次の 1)から 3)までに掲げる試験片に対して密閉型磁粉探傷装置を適

用し、磁粉模様の観察を行う。 

1) 内径が約 800 mm のバルク貯槽の胴板部と同程度の曲率を有する

鋼板上に、JIS Z 2320-1 の A 形標準試験片 A2-15/50 又は A2-30/100

を貼付 5)し、その上に 0.5 mm の疑似塗膜 6)を設けたもの。 

 

注 5)
 A 形標準試験片は、人工きずのある面が試験面によく密着するように、

適切な粘着性テープを用いて貼り付ける。この場合において、粘着性テ

ープが A 形標準試験片の人工きずの部分を覆ってはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【試験装置の性能確認について】 

密閉 MT 装置の性能確認は、本調査事業において、塗装試験片、JIS 試験

片及びクレータ試験片を使用して行った性能確認試験により行うこととし

た。 

 

 

 

 

 

【JIS 試験片を使用した性能確認】 
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注 6)
 疑似塗膜としては、OHP フィルムシートなど、厚さが既知のプラス

チックシートを使用してもよい。 

 

2) 図 6 に示す写真を参考に、内径が約 800 mm のバルク貯槽 7)の長手

継手及び周継手の突合せ溶接部が交差する部分を切り出し、当該切

り出し片に対して次の 2.1)から 2.5)までに掲げる加工を行った後、

200 μm以上の塗膜を設けたもの。 

2.1) 放電加工等の適切な方法により、図 7 中、①から⑤までに示す

箇所に人工きずを加工する。 

2.2) 人工きずの加工寸法は、長さ 1.5 mm、深さ 0.75 mm、幅 0.2 mm

とする。 

2.3) 人工きずの寸法公差は、図 7 中、①、④及び⑤に示す箇所に設

けるものは±0.05 mm、②及び③に示す箇所に設けるものは±0.1 

mm とする。 

2.4) 人工きずの方向は、図 7 中、①、②及び④に示す箇所に設ける

ものは周方向継手と、③及び⑤に示す箇所に設けるものは長手方

向継手と平行になるよう加工する。 

2.5) 人工きずの加工位置は、図 7 中、②及び③に示す箇所に設ける

ものは溶接ビード中央付近とし、①、④及び⑤に示す箇所に設け

るものは溶接止端部から母材方向に 1 mm 離れた部分までの範

囲内とする。 

 

注 7)
 切り出しの対象となる溶接部は、「2.3 溶接部の形状に関する検査」

に合格するものとする。 

 

 

 

 

【人工きずを加工した塗装試験片による性能確認】 

膜厚制限値は 200 μmとなるため、ここでの性能確認に使用する塗装試験

片の膜厚は 200 μm以上とした。 
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3) バルク貯槽の長手継手及び周継手の突合せ溶接部を対象とし、JIS 

Z 2320-1 に基づく蛍光磁粉探傷試験により、溶接止端部及び溶接ビ

ード上において検出された線状磁粉模様 8)について、当該線状磁粉

模様の検出箇所を中心として密閉型磁粉探傷試験が適用できるだけ

の適切な大きさに切り出し、当該切り出し片に対して 200 μm以上

の膜厚を設けたもの。 

 

注 8) クレータ割れなどのきずによる線状磁粉模様を対象とする。 

 

 

（切り出し前）      （切り出し後） 

図 7－バルク貯槽切り出し片の例 

 

図 8－人工きずの加工位置 

【溶接欠陥を有する塗装試験片による性能確認】 

放電加工による人工きずの幅は 0.2 mm 以上有するが、実際の溶接欠陥は

そのサイズよりも小さい。このため、ここでの確認は、クレータ割れ、融合

不良などの溶接欠陥を有するバルク貯槽から該当部位を切り出し、塗装試験

片を製作し、実際の溶接欠陥に対する性能確認を行う。膜厚に関しては人工

きずの場合と同様に 200 μmとした。 
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b) 必要性能 

密閉型磁粉探傷装置は、次の 1)及び 2)に掲げる性能を有していなけ

ればならない。 

1) 前記 a)に定める性能確認により、前記 a)の 1)から 3)までに掲げる

各試験片に設けられたきずに対し、確実かつ明瞭な磁粉模様が現れ

るものであること。 

2) 前記 1)において現れた磁粉模様の長さは、JIS Z 2320-1 に基づく蛍

光磁粉探傷試験を適用した場合に得られる磁粉模様の長さと同程度

であること。 

 

3.2.3 試験方法 

密閉型磁粉探傷試験は、3.2.3.1 から 3.2.3.4 までに定めるとおり、その

順で実施する。 

3.2.3.1 探傷有効範囲の確認 

試験体に対して、磁化、磁粉の適用、観察と続く 1 回の連続した試験

操作によって試験できる探傷有効範囲は、極間式磁化器の磁極寸法以下

の範囲とし、3.2.2.4 a) 1) に定める試験によって検出しようとする方向

のきずの磁粉模様が当該範囲内において確実に観察できることを確認す

る。この場合において、3.2.2.4 a) 1) 中「0.5 mm」とあるのは「0.2 mm」

と読み替えるものとする。 

3.2.3.2 試験体の前処理 

試験体の前処理は、次の a)及び b)に掲げるとおりとする。 

a) 前処理の範囲は、試験範囲から母材側に約 20 mm 広くとる。 

b) 試験体に付着した油脂、汚れその他の付着物などの被膜が試験精度に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【探傷有効範囲の確認について】 

 T クロス部のように形状が複雑な箇所に対しては、検査シートの密着性は

確実に低下する。このため、T クロス部の探傷有効範囲は極力狭める必要が

あり、平成 26 年度の調査結果から、極間式磁化器の磁極寸法程度が適当であ

ると確認した。また、バルク貯槽実機を対象として密閉 MT 試験を適用する

際は、試験時の姿勢など検査シートの密着性に影響を及ぼすおそれのある要

因が他にも考えられるため、探傷有効範囲は溶接部の形状別にかかわらず磁

極寸法以下の範囲とした。 

 

 

 



- 33 - 
 

影響する場合には、これらを除去し、試験体を清浄にする。 

3.2.3.3 試験前における密閉型磁粉探傷装置の性能確認 

試験に使用する密閉型磁粉探傷装置は、試験実施前に次の a)又は b)に

掲げる試験片に対して適用し、検出しようとする方向のきずの磁粉模様

が確実に観察できることを確認する。この場合において、当該磁粉模様

の確認ができないときは、試験を中断し、密閉型磁粉探傷装置の不具合

等を調査により的確に把握した後、その旨を当該装置の製造業者に連絡

し、指示を得なければならない。 

a) 3.2.2.4 a) 2) に示す試験片。ただし、人工きずの加工寸法のうち、長

さに関しては 4 mm 以下とすることができる。 

b) 3.2.2.4 a) 3) に示す試験片 

3.2.3.4 試験手順 

 試験は、次の a)から j)までに定めるところに従って行う。 

a) 試験前及び試験中において、目視により、検査シート内の磁粉が一箇

所に滞留していないことを確認する。なお、磁粉の滞留が認められる

場合 9)は、通電を中止し、検査シートを手でならすなどして可能な限

り内部の磁粉を均一に分散させる。 

b) 密閉型磁粉探傷装置による磁化は、試験対象部位の曲面に沿って検査

ジグを撓らせることで検査シートを試験体に強く押し当て、密着させ

た状態で行う。 

c) 長手継手及び周継手の突合せ溶接部が交差する部分など、溶接部の形

状が複雑な箇所に密閉型磁粉探傷試験を適用する場合は、当該箇所に

極間式磁化器の磁極の一方を近接させた状態で磁化させる。 

d) 密閉型磁粉探傷装置への通電時間は、一試験単位あたり 5 秒以上とす

る。ただし、長手継手及び周継手の突合せ溶接部が交差する部分など、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【試験手順について】 

基本的な部分は密閉 MT 試験を採用している一般ガス事業者の試験手順を

参考にした。また、密閉 MT 装置の操作方法の詳細、通電時間、検査シート

に関する使用上の注意事項などについては、平成 26 年度の調査結果を踏まえ

追記した。 
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溶接部の形状が複雑な箇所に対しては、通電時間を一試験単位あたり

10 秒以上とする。 

e) 磁化中は、必要に応じて検査ジグを撓らせることで検査シートに加わ

る押さえ荷重を変化させ 10)、検査シート内の検査液が流れる状態をつ

くり出す。 

f) 少なくとも 2 方向以上の異なった方向の磁界を試験体に加え、各方向

それぞれ再試験を行う。 

g) 極間式磁化器が異常に発熱した場合は、試験を中断するか又は予備の

極間式磁化器に交換する。 

h) 磁粉模様の観察は、磁粉模様が形成された直後に行う。 

i) その他密閉型磁粉探傷装置の操作に関して、製造業者が指定する手順

や注意事項等がある場合はそれに従う。 

j) 検査シート及び検査シート押さえは、密閉型磁粉探傷装置の製造業者

が定める耐用期間に従って新品に交換する。 

 

注 9)
 「磁粉の滞留が認められる場合」とは、図 9 に示す検査シートの例が

該当する。 

注 10)
 磁化中、むやみにこの操作を行うと、形成された指示模様が検査液

の流動によって流されてしまう場合もあり、注意が必要である。 
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○ 四角枠内は、検査シート内部の

メッシュに磁粉が詰まり、滞留

している状態を示す。 

○ 楕円枠内は、検査シートの端部

に磁粉が滞留した状態を示す。 

 

図 9－検査シート内に磁粉が滞留している状態（例） 

 

3.3 合格基準 

 次の a)又は b)に定める基準に適合し、かつ、試験終了後、3.2.3.3 に従っ

て当該試験に使用した密閉型磁粉探傷装置の性能確認を行い、検出しよう

とする方向のきずの磁粉模様が確実かつ明瞭に観察できるときは、バルク

告示第 1条第 1項第 2号イ(1)に定めるバルク貯槽の外面の非破壊検査に合

格したものとする。 

a) 磁粉模様が現れないこと。 

b) 磁粉模様が現れた場合において、当該磁粉模様が現れた箇所を対象に

KHKS0745 の 2.2.3「外面の非破壊検査」に定める磁粉探傷試験を適用

し、当該試験に合格すること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【合格基準について】 

密閉 MT 試験の場合、検出した磁粉模様がきずによるものか又は疑似模様

かを判別することは困難であるため、磁粉模様が現れないことを合否の判断

基準として採用した。磁粉模様が現れた場合は、その時点で不合格とするの

ではなく、該当箇所のみ KHKS0745 に従って塗膜を除去した後、通常の磁粉

探傷試験を適用することとした。また、試験終了後において、密閉 MT 装置

の性能確認を行い、これをクリアすることも合否の判断基準に含めることと

した。 
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図 6.1.3-1 密閉 MT 試験による検査フロー図 
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< 100 

(90) 

< 100 

(90) 
1800  1a 

E-7 39 1084 95.8 2.8 1.2 <0.1 130 10 7.0 360 < 0.5 10 11 53 18 52 880 2400 490 200 120 100 
< 100 

(70) 
600  1a 

6.2.2-6   
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E-6 

A-1 

A-3 

6.2.2-8 C17 C50  

n-C24 n-C40 
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(2)  

 

EDS(Energy dispersive 

X-ray spectrometry: X )

XRD(X ray diffraction : X )

 

EDS C

O Fe

S 4

1% 4

LP

LP EDS

6.2.2-7  

XRD 6.2.2-8

EDS

LP

 

 

500
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6.2.2-7 EDS  

   

 
A-1 A-4 A-5 E-7  

 A B  A B  A B  A B  A B 

C 7.65 4.05 4.64 24.02 5.66 10.37 17.17 6.24 9.46 11.11 7.61 6.03 10.71 4.42 6.14 

O 27.40 29.28 22.97 26.11 24.56 30.86 28.73 30.46 23.36 29.09 29.23 23.18 28.88 32.69 41.02 

Na ― ― ― 0.18 ― 0.41 0.29 ― ― ― ― ― ― ― ― 

Mg ― ― ― 0.13 ― 0.15 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

Al ― ― ― 0.89 0.31 0.49 0.21 ― ― 0.20 ― ― 0.21 ― ― 

Si 0.48 0.62 0.35 1.45 0.39 1.71 0.37 0.46 0.48 0.54 ― 0.18 0.46 0.34 0.42 

P ― ― ― 0.20 ― 0.45 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

S 0.23 ― 0.34 0.83 0.25 1.03 0.50 0.37 1.45 0.65 ― 1.10 ― ― ― 

Cl ― ― ― ― ― 0.43 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

K ― ― ― 0.36 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

Ca 0.46 ― 0.32 0.74 0.22 3.66 ― ― 0.28 3.42 0.41 0.68 0.56 0.27 0.42 

Ti 0.32 ― 0.26 ― ― ― ― ― ― 0.60 ― ― ― ― ― 

Mn 0.59 1.09 0.51 0.61 0.87 0.67 0.81 1.20 1.59 0.56 0.48 0.52 0.68 1.01 0.60 

Fe 62.87 64.96 70.61 44.48 67.74 49.77 51.92 61.27 63.38 53.83 62.27 68.31 58.50 61.27 51.40 
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6.2.2-8 XRD (RIR ) 

(wt%) 

  A-1 A-4 A-5 E-7  

 Fe 5.3  11.7  3.6  1.3  1.4  

( ) Fe3O4 86.7  69.9  56.6  44.7  72.1  

 FeO 8.0  7.0  2.4  7.0  17.8  

( ) Fe2O3 ― 3.9  9.1  * * 

( ) γ-FeO(OH) ― ― 11.7  * 7.9  

( ) α-FeO(OH) ― 3.8  10.2  13.4  - 

 CaCO3 ― 1.6  ― 22.6  0.8  

 SiO2 ― 2.0  ― 7.5  ― 

 TiO2 ― ― ― 3.6  ― 

 Al2O3 ― ― 6.3  ― ― 
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EPMA (Electron Probe Micro Analyzer : 

)

6.2.2-9 6.2.2-13  

A-1 A-4 E-7 10 20 m

A-5

10 20 m  

5 10 μm

 

EPMA 6.2.2-14 6.2.2-18

A-5  

A-5

 

E-7
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25 100 400 

 

   

 

   

 

   

6.2.2-9 A-1 
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25 100 400 

 

   

 

   

 

   

6.2.2-10 A-4 
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25 100 400 

 

   

 

   

 

   

6.2.2-11 A-5 
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25 100 400 

 

   

 

   

 

   

6.2.2-12 E-7 
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 25 100 400 

 

   

 

   

 

   

6.2.2-13  
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 EPMA ( ) 

  

  

6.2.2-14 EPMA (A-1, 6.2.2-9 ) 
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 EPMA ( ) 

  

  

6.2.2-15 EPMA (A-4, 6.2.2-10 ) 
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 EPMA ( ) 

  

  

6.2.2-16 EPMA (A-5, 6.2.2-11 ) 
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 EPMA ( ) 

  

  

6.2.2-17 EPMA (E-7, 6.2.2-12 ) 
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 EPMA ( ) 

  

  

6.2.2-18 EPMA ( , 6.2.2-13 ) 
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6.2.2.5  

27 26

15

 

1a KHKS0850-2 1

C5 C50

 

20 μm

 

0.1mm/yr

0.3mm/yr  

 

(1) Fe Fe
2+

2e
-

Fe  

(2) O2 2H2O 4e
-

4OH
-

 

 

LP

Fe μm/yr
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1)

 

 

 

 

1)  

39  4 (2000) 
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6.2.3  

 

27 15 7

26

 

LP

 

15 LP

LP

 

1a KHKS0850-2

1

15

m
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20

20

 

 

 

 20 5

 

 

KHKS0745

 

 LP

KHKS0850-2

LP 10

 

 

20

 

 

 

 

10

10
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22 27

10 15 60

 

 

LP

27 15

7 LP LP

LP

 

 

10

LP  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

20  25  30  35  40  0  
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6.3  

 

6.3.1  

LP

LP

 

6.3.2 6.3.4
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6.3.2  

6.3.2.1 6.3.2.2  

6.3.2.1   

LP

LP

NFPA NFPA58“Liquefied Petroleum Gas Code”

NFPA58

NFPA58 LP

DOT ASME 2

 

ASME NFPA

1998 NFPA58

NFPA

NFPA58  

26 NFPA58

 

6.3.2-1

NFPA58

 

(1)  

(2) NFPA58 6.6.7.2  

(Fire department) Authority Having 

Jurisdiction, AHJ

 

(3)  

 

(4) NFPA58 6.6.7.2(F)~(H),(Q),(R)  
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(5) Fire Safety Analysis, FSA (6.6.7.2(S)) 

FSA

 

 

6.3.2-1  

   

6 19  NFPA  

6 22  LP NPGA  D.C. 

 

(PERC)  

D.C. 

6 23   D.C 

 

 National Fire Protection Association(NFPA) 

NFPA 1896 75000

300

 

 Propane Education & Research Council(PERC) 

PERC 1996 Propane Education & Research Act (Public 

law 104 284 104th Congress) 1997

LP

LP

LP

(0.5 /gal)  

 National Propane Gas Association(NPGA) 

1912 LP 50 LP

LP 2,800

38 LP LP

 

 AmeriGas 

AmeriGas LP UGI

LP

LP  
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6.3.2.2   

6.3.2.1 LP

LP

 

6.3.2-2

 

 

6.3.2-2  

 

LP  

AEGPL  

LP (WLPGA)  

 

 

UKLPG 

Repsol 

 
 

LP (CFBP)  

 

LP (DVFG) 
 

 

 

(1) AEGPL  

 LP LP  

LP 45  

  

 

LP ISO CEN UN  

 

(2) LP  

 UKLPG  
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1) LP LP  

LP  

2) LP (Code and Practice)  

 CFBP  

1) LP  

2)  LP (CFBP guidance)

LP

 

 DVFG  

1) LP LP  

2) LP TRF LP

 

 

(3) Repsol  

 LP  

 

10 1 28  

 LP

 

LP (WLPGA)

LP

 

 

6.3.3  

6.3.3.1  

(1) (5)  

(1)  

NFPA58 LP

1998 NFPA58

4

 

NFPA
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 LP  

6.3.3-1

LP

 

 

 

6.3.3-1 2012  

  

2013-2027(PROSPECTIVA DE GAS NATURAL Y GAS L.P. 2013-2027) 

 

LP NFPA58

LP

 

(2) NFPA58 6.6.7.2  

NFPA58 AHJ

NFPA58

 

(1)

LP AHJ

LP NFPA58

State Department of Agriculture
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AHJ

 

NFPA58 LP

AHJ

 

AHJ

 

(3)  

0m

NFPA220 2

6.3.3-1 NFPA

 

NFPA58 NFPA58 Handbook 2014 Edition

1 2

 

NFPA58
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6.3.3-1 NFPA220  

 

 

6.3.3-2  

 

 

 

NFPA220  
Type  Type  

442 332 222 111 000 

IBC/IFC  
 Type  Type  

 A B A B 

 

 

1  4 3 2 1 0 

1  4 3 2 1 0 

 4 3 1 1 0 

 

 

1  4 3 2 1 0 

1  3 2 2 1 0 

 3 2 1 1 0 

 1  4 3 2 1 0 

1  3 2 2 1 0 

 3 2 1 1 0 

 1  4 3 2 1 0 

1  2 2 2 1 0 

 2 2 1 1 0 

-  2 2 1 0 1 

-  2 1.5 1 0 0 

 0 0 0  0 

 0 0 0 0 0 
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(4) NFPA58 6.6.7.2(F)~(H),(Q),(R)  

  

8ft(2.4 m)  

NFPA

8ft(2.4m)

 

  

NFPA58 (Hydrostatic relief valve)

NFPA

 

  

NFPA58 6.6.7.2 (R)  

 

0.508 30ft(9 m)

6.6psi 0.046Mpa

 

 23ft(7m)  

NFPA

 

(5) FSA (6.6.7.2(S)) 

FSA 4000gal(15.2 m
3
)

NFPA58

(Special protection 6.27.5)

AHJ

FSA
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PERC NPGA NFPA FSA

AHJ

 

Professional Engineer FSA

 

6.3.3.2  

(1) (5)  

(1)  

EU

Pressure Equipment Directive, PED

European Agreement Concerning the International 

Carriage of Dangerous Goods by Road, ADR

EU  

 

 

LP

 

 

 

UNE

 

WLPGA

6.3.3-2  
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6.3.3-2  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3.3-3 Koper Ruda 

 

(2)  

 

6.3.3-4  
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6.3.3-4  
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(3)  

LP UNE

UNE60250

UNE60250

OCA

 

UNE

 

 5m
3
 ( 2t)  

 2

(RF-120)

(UNE-EN13501-1 A2FL-S2) 

  

 LP

2  

 6 m  

 1.25m  

UNE

6.3.3-3  

 

6.3.3-3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2Do
1) 

Dp
1) 

 

(Fire Safety Distance around the tank) 

 0.6 

 

(Fence Distance) 

 1.25 

 

(Minimum Distance to walls without openings) 

 0.6 

 

(Minimum Distances to the limit of property, 

depressions, pits, culverts, drains or ignition sources.) 

6 2 

 

(Minimum Distances to Public Buildings or 

Competitors) 

12  
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1) D0 Dp 6.3.3-5  

 

 

6.3.3-5  

 

 25  

  

  

Repsol  

 

85%  

2

1  
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NFPA58

8

NFPA58

27m  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3.3-6  

 

(4)  

(3)

 

  

 

  

LP

1

 



- 133 - 
 

6.3.4 LP  

6.3.4-1 NFPA58

 

 

NFPA58

 

 

6.3.4-1  

 NFPA58  (UNE60250) 

(1)    

(2)  (1)  OCA  

(3)  a)NFPA220
1
 

TYPE 443 

TYPE 332 

TYPE 222
 

b)

 

 

a)2 (RF-120) 

b)

(UNE-EN13501-1

A2FL-S2) 

c)

 

(4)  

 

a)2000gal(7.6m
3
) /  

3t  

b)4000gal(15.2m
3
) /

2
 

5m
3

 

2t  

(5)  2   

a) 1

 

b) 2 a)  
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(6)  

LP

 

a) ( ) 

b) 8ft(2.4m)

 

c)  

)  

  )  

) (2 ) 

)  

)  

d)  

 

 

23ft(7m)

2

 

a)  

b)  

(7)  FSA  

Denise Beach, NFPA 58 LP-Gas Code Hand book 2014Edition 

 

6.3.5  

 

NFPA58

LP

LP

 

LP

NFPA58 UNE60250

 

NFPA58

UNE60250
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LP

LP

 

NFPA58

 

FSA NFPA58

FSA

LP
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- 137 - 
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- 148 - 
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7  

 

7.1  

KHKS0745

MT

MT

MT 7-1  

MT

KHKS0745

29

KHKS  
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7-1   
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7.2  

10

 

20

20
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10

10

 

 

22 27

10 15 60

 

 

LP

27 15

7 LP LP

LP

 

 

10

LP  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

20  25  30  35  40  0  
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7.3  

 

7.3.1

KHKS0840 LP 

20140625 1 

49 

KHKS0840

1 

 

LP KHKS0840

28 1 22
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7.3.2  
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1.  

 

1.1  

800mm
1)

1 1 2 (1)

 

 
1)

 

 

1.2  

13 12 28  13 12 27 5 3

 Z 2300(2009)  Z 

3001-1(2013) − 1  Z 3001-2(2013)

− 2  K 5500(2000)

a) d)  

a)  

 

b)  

10 3 (2)

 K5600-1-7(2014) 1

7 JIS K 5600-1-7 5.

 

c)  

 

d)  

 

1.3  

1.3.1  
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1 1 2 (1)

1.3.2 1.3.3  

1.3.2  

1.3.2.1 1.3.2.2

1  

1.3.2.1  

KHKS0745

KHKS0745 2.2.3.2 a) 1) 2) 

 

1.3.2.2  

1.3.2.1 2 

3  

1.3.3  

1.3.3.1

1.3.3 1.3.3.2

 

1.3.3.1  

a) c)  

a) 
1)

1

 

b) 1) 4)

 

1)  

2) 500kg  

3)  

4)  

c) b)

 

d) 

 

 
1)
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1.3.3.2  

KHKS0745 1.3.4.2 1.3.3.1 d)

 

 

2.  

 

2.1  

2.2 2.4

2.2 2.4

KHKS0745 2.2.3  

 

2.2  

2.2.1  

2.2.2 2.2.3

 

2.2.2  

1.3.2.1

  

2.2.3  

 

 

2.3  

2.3.1  

2.3.2 2.3.3

 

2.3.2  

1.3.2.1 a) c)  

a)  

b)  

c)  

2.3.3  

a) c)  

a) 2.4 mm  

b) 
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c) 

 

 

2.4  

2.4.1  

1)
2.4.2

2.4.3  

 
1)

  

 

2.4.2  

2.4.2.1 2.4.2.3  

2.4.2.1  

a) c)

 

a) 0mm 1mm  

b) 0.001mm  

c) 

 

2.4.2.2  

a) b)  

a) 1 1

 

b) 

 

2.4.2.3  

1.3.2.1

a) e)

KHKS0745 2.4  

a) 1) 2)
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1)  

1.3.2.1

20mm 50mm

1

50mm 1

 

2)  

1) 1) 50mm

20mm  

b) a)
2)

 

c) 

3

 

d) a)

 

e) 

 

 
2)

 

10mm  

 

2.4.3  

200 μm  

 

3.  

 

3.1  

2 

1.3.2.1 3.2 3.3

 

 

3.2  

3.2.1  
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3.2.2 3.2.3

 

3.2.2  

3.2.2.1 3.2.2.3

3.2.2.4  

3.2.2.1  

1

1)
 

 

 

1  

 
1)

 1 2

 

 

2  

3.2.2.2  

 Z 2321(1993)
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3.2.2.3  

a) d)

 

a)  

2)
 

 
2)

 3  

 

b)  

3)
 

 
3)

 4  

 

c)  

1) 4)
4)

 

1)  Z 

2320-1(2007) - - 1 JIS Z 

2320-1 9.2.2  

2) 2

 

3) 

 

4) 

 

 
4)

 5  
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3 4  

 

 

5  

 

3.2.2.4  

a)

b)

b)

 

a)  

1) 3)

 

1) 800mm

JIS Z 2320-1 A A2-15/50 A2-30/100
5)

0.5mm
6)

 

 
5)

 A

A
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6)
 OHP

 

 

2) 6 800mm
7)

2.1) 2.5) 200μm

 

2.1) 7

 

2.2) 1.5mm 0.75mm 0.2mm  

2.3) 7

±0.05mm ±0.1mm  

2.4) 7

 

2.5) 7

1mm  

 
7)

 2.3 

 

 

3) JIS Z 

2320-1
8)

200μm  

 
8)
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6  

 

7  

 

b)  

1) 2)

 

1) a) a) 1) 3)
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2) 1) JIS Z 2320-1

 

 

3.2.3  

3.2.3.1 3.2.3.4

 

3.2.3.1  

1

3.2.2.4 a) 1) 

3.2.2.4 a) 1) 0.5mm 0.2mm  

3.2.3.2  

a) b)  

a) 20mm  

b) 

 

3.2.3.3  

a) b)

 

a) 3.2.2.4 a) 2) 

4mm  

b) 3.2.2.4 a) 3)  

3.2.3.4  

a) j)  

a) 
9)

 

b) 

 

c) 
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d) 5

10  

e) 
10)

 

f) 2

 

g) 

 

h)  

i) 

 

j) 

 

 
9)

 8

 
10)

 

 

 

 

 

 

 

 

8  

 

3.3  

a) b) 3.2.3.3

1 1

2 (1)  
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a)  

b) 

KHKS0745 2.2.3.2 a) b) 2.2.3.3 a)

 

 


